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特定非営利活動法人100万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援センター	
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ふるさと回帰支援センターを取りまく情勢について	

 
	 ふるさと回帰支援センターは今年、2002年 11月の設立から 14年になる。この運動は、もともと
団塊世代の地方暮らしを支援するために提起された。昭和の高度経済成長を担うために、全国各地

から高卒や中卒で集団就職として大都市に集められた人たちの定年を前に、希望する人の地方暮ら

し、田舎暮らしを応援するために始まったのである。当時、すでに過疎化・高齢化の波は地方にも

押し寄せていた。こうした中で、1998 年の農業・農村に関する国民意識調査では、約 30％の人が
「条件が許せば田舎で暮らしたい」と回答していた。 
	  
この運動は、連合の「自然豊かな地方で暮らそう 100万人のふるさと回帰・循環運動」に、農業
従事者の高齢化に悩む全国農協中央会（ＪＡ全中）が協力する形で始められた。当時、農家の平均

年齢はすでに 60 歳に達していた。以後、ふるさと回帰運動は、現在に至るまでには、大きなヤマ
が３つあった。 
①	 2008年のリーマンショックで希望する職に就けない若者が、活躍できる場を求めて田舎暮ら
しに希望を見出し、地方に向かった。 
②	 2011年の東日本大震災と、福島の原発事故による放射能から子供を守ろうとする子育て世代
が、田舎暮らし（西日本など）に拍車をかけた。 
③	 2014年 5月の増田レポートによる政府の 2015年秋の「まち・ひと・しごと創生本部」の立
ち上げと、地方創生交付金の配布による自治体の移住・定住政策へのヒト・カネの投入によっ

て、昨年４月に 34県が当センターのふるさと回帰運動に参加し、22県１政令市が相談員を配
置した。 

 
この結果、移住相談件数もウナギ登りに拡大し、昨年度は月平均 2000 件に達し、ホップ・ステ
ップ・ジャンプと運動が拡大している。こうした状況の中で、次のような特徴が顕著となっている。 
①	 上記にもあるように、若者の地方志向がはっきりとしてきている。2008 年調査で 50、60、

70歳代が全体の 70％を占めていた移住希望者が、2015年調査では 20、30、40歳代で 67％と
完全に逆転している。移住希望者の相談件数も、この８年で約 10倍と膨らんでいる。 
②	 近年、Uターンが急激に増えている。もともと、移住希望者は圧倒的にＩターンが 70％以上
と多かったが、2011 年の東日本大震災以後は少しずつではあるがＵターンが増加し、2014 年
から 2015年の 1年間で 10ポイント以上増えて、全体の 35％に達している。これは、地域の「絆」
が見直されるとともに、各地に移住者が点在し始め、「では自分も」とUターンするというケ
ースにつながっているようだ。 
③	 地方都市への移住希望者が全体の 30％、複数回答では 47％以上となっている。若い移住希
望者が増えることによって、田舎暮らしだけではないさまざまな地方暮らしが顕在化してきた

ことによるものだ。 
 
そして、今年 7月には大都市を除いたすべての県域が参加する見込みとなった。文字通り移住・
定住・交流の一大拠点となる相談センター「ふるさと回帰支援センター」が誕生することになる。 
	 この状況を受けて、当センターの移住相談件数は、当面年内に月 3000件の相談件数を展望する。
そして、「まち・ひと・しごと創生本部」が各自治体に策定を求めている総合戦略の策定期間の 2015
年から 2019年の 5年間の最終年の 2019年には、月 5000件、年間 6万件の移住相談件数を展望し、
その実績の伴う各県内の受け皿となる市町村数を、500自治体を最低目標に置き、その受け皿の完
成を目指すことにする。 
 

代表理事	 	 高橋	 公	
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１	 ふるさと回帰運動の現況	

（１）問合せ・来訪者	

①	 東京	

	 	 	 	 2015年度の問合せ・来訪者（東京）は、2万3千9百件（前年度：1万2千8百件）と大

幅に増加した。このうちの７割強が相談員との面談やセミナー参加の来訪者であった。	
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②	 大阪	

	 	 	 	 2015年度の問合せ・来訪者（大阪）は、1万2千5百件（前年度：1万1千2百件）と増

加した。このうちの７割強が見学によるもので、相談員との面談やセミナー参加は2割にと

どまった。	
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（２）移住セミナー等の開催	

移住セミナーは、東京では359回（前年度：144回）、大阪では66回（前年度：51回）開催

した。	

	

（３）自治体等との連携	

2015年度に新たに専属相談員を配置またはパネルブースを設置した自治体、ならびに新たに

会員となった自治体は次のとおりである。	

	

①	 専属相談員・パネルブース	

ア	 東京	

〈	東日本エリア（５階）〉	

○	 専属相談員を配置した自治体	

秋田県・岩手県・山形県・群馬県・栃木県・茨城県・神奈川県・静岡県	

静岡県静岡市・長野県・岐阜県・富山県・福井県（以上12県1政令市）	

○	 パネルブースを設置した自治体	

北海道上士幌町・北海道函館市・長野県大町市・愛知県・富山県朝日町	

（以上１県2市2町）	

〈	西日本エリア（６階）〉	

○	 専属相談員を配置した自治体	

三重県・和歌山県・香川県・徳島県・愛媛県・高知県・山口県・大分県	

長崎県・熊本県・宮崎県・鹿児島県（以上12県）	

○	 パネルブースを設置した自治体	

滋賀県東近江市	
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イ	 大阪	

○	 パネルブースを設置した自治体	

長野県	

	

②	 自治体会員（上記①を除く）	

秋田県由利本荘市・岩手県花巻市・山形県最上町・山形県酒田市・宮城県・宮城県加美町

・新潟県糸魚川市・新潟県佐渡市・新潟県魚沼市・栃木県日光市・栃木県大田原市・茨城県

かすみがうら市・千葉県御宿町・千葉県館山市・山梨県小菅村・山梨県韮崎市・長野県飯綱

町・長野県宮田村・長野県小海町・静岡県袋井市・京都府京都市・京都府京丹後市・奈良県

川上村・富山県上市町・兵庫県・兵庫県朝来市・兵庫県淡路市・岡山県津山市・広島県三次

市・広島県江田島市・島根県浜田市・愛媛県松山市・福岡県・大分県豊後高田市・佐賀県・

佐賀県上峰町・宮崎県えびの市・宮崎県串間市・宮崎県日向市・宮崎県都城市・宮崎県椎葉

村・鹿児島県出水市・鹿児島県さつま町・沖縄県国頭村（以上4県27市8町5村）	

	

（４）会員数	

相談件数が増加するなか、個人会員の減少が課題となっている。一方、団体会員は自治体の

新規加入を中心に増加の一途を辿っている。	

	

	

	

	

	

	

	
	 	 	 （注）入金のあった会員に限定している。	

	

	

	

	

	

	

２	 支援ネットワーク活動（ふるさと回帰フェア2015）	

（１）東京	

ふるさと回帰フェア（東京）は、11回目を迎え、昨年に引続き東京国際フォーラムで開催し

た。大阪を除く 45 都道府県が一同に集まり、会場内は移住に興味を持つ首都圏在住の約１万

６千名が会場に訪れ、相談ブースは熱気にあふれていた。	

前夜祭記念シンポジウムでは、石破地方創生担当大臣の記念講演（地方から創生する我が国

の未来）が行われた。会場の砂防会館は、大臣の熱い思いが、多くの自治体担当者に響いてい

た。	

○	 開催日：前夜祭2015年9月12日（土）本祭同年9月13日（日）	

○	 参加自治体・団体	 280団体（前年度：220団体）	

○	 来場者数：1万6千人（前年度：1万2千人）	

	

（２）大阪	

ふるさと回帰フェア（大阪）は、9 回目の開催となった。開催場所は、昨年と同様にシティ

プラザ大阪で開催した。来場者数は昨年を下回る結果となったが、冷やかしではなく、目的意

識を持った来場者の割合が増え、内容の濃い相談が行われていた。	

フェア前日は自治体担当者向けセミナーを開催し、移住実践者をゲストスピーカーに呼び、

偽りのない「生の声」を聞くことができ、また自治体担当者間の情報交換の場として大変有意

義であった。	

○	 開催日：前夜祭2015年8月21日（金）本祭同年8月22日（土）	

（単位：人）

2015年度 前年度比
参考

（2014年度）
98 -1 99
95 -17 112
0 -1 1

193 -19 212

＜個人会員＞

寄付

合　計

正会員
賛助会員

2015年度 前年度比
参考

（2014年度）
216 60 156

（うち自治体） 187 54 133
（うち団体） 29 6 23

58 -4 62
（うち自治体） 12 -1 13
（うち団体） 46 -3 49

9 1 8

283 57 226

＜団体会員＞ （単位：自治体・団体・社）

賛助企業会員

合　計

正会員

賛助会員
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○	 参加自治体・団体	 120団体（前年度：105団体）	

○	 来場者数：2.1千人（前年度：3千人）	

	

３	 情報提供活動	

（１）ホームページ等	

	 	 	 2015年度のホームページのアクセス数は、173万７千件（前年度：104万6千件）、月平均

で14万4千件となった。また、各相談員がFacebookやTwitterといったＳＮＳで情報発信を

積極的に行った。	
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（２）情報誌「100万人のふるさと」の発行	

	 	 	 宝くじ協会からの補助金交付により、年4回（8月･10月･12月・2月）、各部2万8千部の

発行を行った。	

	

４	 研修・教育活動	

○	都市と農山漁村の交流・移住実務者研修セミナーの開催	

2015年度は2月16～17日の日程で東京交通会館 12Ｆ会議室において開催した。	
初日は東京大学社会学研究所玄田有史教授より「若者が地方で生きるために〜地方における

希望」と題しての基調講演が行われ、その後ふるさと回帰支援センターの活動報告と東京・大
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阪における来場者の傾向などの報告を行った。続いて「まち・ひと・しごと創生本部」「総務

省」「農林水産省」「国土交通省」の担当者より地方創生・移住定住にかかる次年度事業等の

解説を行った。	

2日目は自治体事例報告として、広島県の山田参事からの「小商いメッセ」の取り組み報告、

（株）農協観光の前場氏による「移住体験ツアー開催の法的課題とリスクマネジメント」につ

いての話題提供、NPO	ふるさと福井サポートセンターの北山理事長からの空き家の利用とマッ

チングについての活動報告、京都移住計画代表の田村氏からの取り組み紹介と全国に広がる

「移住計画」の動きについての報告をいただいた。	

	

５	 受託事業等	

（１）和歌山県：和歌山県ふるさと定住センター運営業務	

和歌山県東牟婁郡古座川町にある「和歌山県ふるさと定住センター」の運営業務を受託。セ

ンター長以下５名を配置し、和歌山県への移住希望者への相談業務、情報提供ならびに各種研

修業務を実施したほか、県内地域おこし協力隊員向け研修を実施した。	

	

（２）市町村職員向け研修会等	

①	 富山県：富山県定住者受入ネットワーク構築研修会業務	

②	 秋田県：市町村移住・定住行政職員向け研修会業務	

③	 三重県：市町移住・交流担当者研修会業務	

④	 鳥取県：移住相談にかかる研修会業務	

	

（３）その他の受託事業	

①	 和歌山県：東京における移住プロモーション事業	

②	 沖縄県：沖縄県移住定住促進事業委託業務	

③	 福島県：移住希望者需要調査委託業務	

④	 山梨総合研究所（山梨県）：移住・ＵＩターンに関する実態調査業務	

⑤	 岡山市：「移住」に関する意識・希望調査業務	

⑥	 鳥取大学：地域づくりインターンシップコーディネートおよび調査業務	
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[税込]（単位：円）

特定非営利活動
に係る事業

その他の事業 合計

【経常収益】

		【受取会費】

				正会員受取会費 10,210,000	 10,210,000	

				賛助会員受取会費 2,135,000	 2,135,000	

		【受取寄付金】

				受取寄付金 5,804,000	 5,804,000	

		【受取助成金等】

				受取助成金 7,776,000	 7,776,000	

		【事業収益】

				事業　収益 392,303,376	 392,303,376	

				受託事業収益 118,094,719	 118,094,719	

		【その他収益】

				受取　利息 9,558	 9,558	

				雑　収　益 493,989	 493,989	

								経常収益		計 536,826,642	 0	 536,826,642	

【経常費用】

		【事業費】

				（人件費）

						給料　手当(事業) 128,172,157	 128,172,157	

						退　職　金(事業） 270,000	 270,000	

						退職給付費用(事業) 4,066,100	 4,066,100	

						通　勤　費(事業) 7,834,470	 7,834,470	

						法定福利費(事業) 17,111,925	 17,111,925	

						福利厚生費(事業) 220,802	 220,802	

								人件費計 157,675,454	 0	 157,675,454	

				（その他経費）

						売上　原価 37,370	 0	 37,370	

						資材費支出(事業) 567,264	 567,264	

						業務委託費(事業) 12,312,336	 12,312,336	

						諸　謝　金(事業) 2,590,405	 2,590,405	

						印刷製本費(事業) 17,354,815	 17,354,815	

						交流　会費(事業) 740,545	 740,545	

						旅費交通費(事業) 15,846,639	 15,846,639	

						通信運搬費(事業) 9,835,532	 9,835,532	

						消耗品　費(事業) 13,269,871	 13,269,871	

						会　場　費(事業) 44,558,156	 44,558,156	

						修　繕　費(事業) 841,850	 841,850	

						水道光熱費(事業) 6,998,147	 6,998,147	

						地代　家賃(事業) 54,550,342	 54,550,342	

						リース　料(事業) 1,571,788	 1,571,788	

						広告宣伝費(事業） 18,454,706	 18,454,706	

						減価償却費(事業) 3,459,650	 3,459,650	

						保　険　料(事業) 201,867	 201,867	

						諸　会　費(事業) 56,000	 56,000	

						租税　公課(事業) 27,065,150	 27,065,150	

						研修図書費(事業） 1,109,499	 1,109,499	

						支払手数料(事業) 659,054	 659,054	

						雑　　　費(事業) 29,961	 29,961	

								その他経費計 232,110,947	 0	 232,110,947	

										事業費		計 389,786,401	 0	 389,786,401	

２０１５年度 活 動 計 算 書
自	2015年	4月	1日		至	2016年	3月31日
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特定非営利活動
に係る事業

その他の事業 合計

		【管理費】

				（人件費）

						給料　手当 10,949,269	 10,949,269	

						役員　報酬 8,700,000	 8,700,000	

						退　職　金 392,000	 392,000	

						退職給付費用 7,726,800	 7,726,800	

						通　勤　費 769,960	 769,960	

						法定福利費 2,503,345	 2,503,345	

						福利厚生費 7,038	 7,038	

								人件費計 31,048,412	 0	 31,048,412	

				（その他経費）

						印刷製本費 5,833	 5,833	

						旅費交通費 215,260	 215,260	

						通信運搬費 115,219	 115,219	

						消耗　品費 494,282	 494,282	

						水道光熱費 246,384	 246,384	

						地代　家賃 2,224,525	 2,224,525	

						会　場　費 85,104	 85,104	

						新聞図書費 131,708	 131,708	

						交流　会費 249,272	 249,272	

						保　険　料 15,720	 15,720	

						諸　会　費 40,500	 40,500	

						リース　料 607,032	 607,032	

						租税　公課 438	 438	

						支払手数料 143,828	 143,828	

						諸　謝　金 1,665,240	 1,665,240	

						支払　利息 60,919	 60,919	

						貸倒引当金繰入額 675,000	 675,000	

						雑　　　費 14,800	 14,800	

								その他経費計 6,991,064	 0	 6,991,064	

										管理費		計 38,039,476	 0	 38,039,476	

												経常費用		計 427,825,877	 0	 427,825,877	

														当期経常増減額 109,000,765	 0	 109,000,765	

【経常外収益】

				経常外収益		計 0	 0	 0	

【経常外費用】

				経常外費用		計 0	 0	 0	

								税引前当期正味財産増減額 109,000,765	 0	 109,000,765	

								法人税、住民税及び事業税 140,000	 140,000	

										当期正味財産増減額 108,860,765	 0	 108,860,765	

										前期繰越正味財産額 84,435,545	

										次期繰越正味財産額 193,296,310	  
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【重要な会計方針】
　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月20日　2011年11月20日一部改正　ＮＰＯ法人
会計基準協議会）によっています。

(1).棚卸資産の評価基準及び評価方法
　最終仕入原価法による原価法
(2).固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産：法人税法の規定に基づく定率法
　無形固定資産：法人税法の規定に基づく定額法
(3).引当金の計上基準
　貸倒引当金:法人税法の規定による法定繰入率により計上しています。
　退職給付引当金:従業員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務に基づき当期末に

(6).消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

【会計方針の変更】
なし

【事業費の内訳】
　事業費の内訳は、次ページの通りです。

【使途等が制約された寄付等の内訳】
[税込]（単位：円）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
非収益事業への寄付金 50,000,000 50,000,000

合計 50,000,000 50,000,000

【固定資産の増減内訳】
[税込]（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
（有形固定資産）

　建物附属設備 0	 5,792,580	 0	 5,792,580	 △	321,970	 5,470,610	

　什器　備品 0	 7,637,728	 0	 7,637,728	 △	4,008,828	 3,628,900	

（無形固定資産）

　ソフトウエア 0	 1,652,400	 0	 1,652,400	 △	110,160	 1,542,240	

　				合計 0	 15,082,708	 0	 15,082,708	 △	4,440,958	 10,641,750	

財務諸表の注記
平成28年	3月31日	現在

特定非営利活動法人　100万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援ｾﾝﾀｰ

発生していると認められる金額を計上しています。

備考
収益事業部門からの寄付金
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（1/2）

科目
情報提供
活動

研修・教育
活動

普及・啓発
活動

支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
の構築

大阪
ふるさと

（人件費）

		給料　手当(事業) 93,144,373	 4,387,500	 13,005,376	

		退　職　金(事業）

		退職給付費用(事業) 717,000	 875,000	

		通　勤　費(事業) 5,817,574	 304,920	 1,216,500	

		法定福利費(事業) 11,892,360	 707,469	 1,735,430	

		福利厚生費(事業) 180,286	 7,038	 33,478	

				人件費計 0	 0	 111,751,593	 5,406,927	 16,865,784	

（その他経費）

		期首棚卸高 518,700	

		期末棚卸高 △	481,330

		資材費支出(事業)

		業務委託費(事業) 4,320,000	 1,570,472	 354,240	

		諸　謝　金(事業) 82,400	 90,000	 277,180	 297,200	 194,660	

		印刷製本費(事業) 8,200,918	 295,650	 2,889,949	 3,353,616	 1,411,223	

		交流　会費(事業) 130,163	 37,335	 56,408	 27,500	

		旅費交通費(事業) 100,940	 4,449,977	 561,704	 1,400,416	

		通信運搬費(事業) 141,804	 7,547,621	 30,895	 1,717,384	

		消耗品　費(事業) 3,240	 3,775	 8,172,800	 74,821	 2,232,943	

		会　場　費(事業) 253,800	 13,048,884	 21,866,306	 4,370,533	

		修　繕　費(事業) 662,310	

		水道光熱費(事業) 6,000,006	 83,948	

		地代　家賃(事業) 51,079,100	 758,221	 1,954,800	

		リース　料(事業) 1,009,620	 542,340	

		広告宣伝費(事業） 10,718,776	 1,425,998	 2,715,924	

		減価償却費(事業) 3,137,680	 321,970	

		保　険　料(事業) 12,970	

		諸　会　費(事業) 9,000	

		租税　公課(事業) 2,000	 26,974,950	 14,800	

		研修図書費(事業） 892,831	 2,000	 166,012	

		支払手数料(事業) 3,132	 7,020	 402,138	 23,112	 64,584	

		雑　　　費(事業) 10,260	 13,608	 4,493	

				その他経費計 8,468,864	 5,203,348	 138,890,889	 28,560,807	 17,493,822	

						合計 8,468,864	 5,203,348	 250,642,482	 33,967,734	 34,359,606	

(2/2) [税込]（単位：円）

科目
古座川
受託事業

過年度補助金
受託事業

自治体
受託事業

沖縄移住
促進事業

（人件費）

		給料　手当(事業) 14,058,608	 79,800	 1,498,500	 1,998,000	 128,172,157	

		退　職　金(事業） 270,000	 270,000	

		退職給付費用(事業) 2,474,100	 4,066,100	

		通　勤　費(事業) 415,036	 4,420	 32,580	 43,440	 7,834,470	

		法定福利費(事業) 2,219,073	 238,968	 318,625	 17,111,925	

		福利厚生費(事業) 220,802	

				人件費計 19,436,817	 84,220	 1,770,048	 2,360,065	 157,675,454	

（その他経費）

		期首棚卸高 518,700	

		期末棚卸高 △	481,330	

		資材費支出(事業) 567,264	 567,264	

		業務委託費(事業) 651,080	 5,416,544	 12,312,336	

		諸　謝　金(事業) 379,965	 1,001,000	 268,000	 2,590,405	

		印刷製本費(事業) 281,107	 19,440	 810,750	 92,162	 17,354,815	

		交流　会費(事業) 394,929	 94,210	 740,545	

		旅費交通費(事業) 1,617,862	 1,155	 3,410,506	 4,304,079	 15,846,639	

		通信運搬費(事業) 359,502	 560	 37,044	 722	 9,835,532	

		消耗品　費(事業) 2,036,843	 7,776	 627,711	 109,962	 13,269,871	

		会　場　費(事業) 45,125	 4,331,988	 641,520	 44,558,156	

		修　繕　費(事業) 179,540	 841,850	

		水道光熱費(事業) 830,245	 83,948	 6,998,147	

		地代　家賃(事業) 758,221	 54,550,342	

		リース　料(事業) 19,828	 1,571,788	

		広告宣伝費(事業） 119,448	 3,042,560	 432,000	 18,454,706	

		減価償却費(事業) 3,459,650	

		保　険　料(事業) 188,897	 201,867	

		諸　会　費(事業) 47,000	 56,000	

		租税　公課(事業) 63,400	 10,000	 27,065,150	

		研修図書費(事業） 45,956	 2,700	 1,109,499	

		支払手数料(事業) 57,116	 1,404	 61,020	 39,528	 659,054	

		雑　　　費(事業) 1,600	 29,961	

				その他経費計 7,170,627	 30,335	 14,135,569	 12,156,686	 232,110,947	

						合計 26,607,444	 114,555	 15,905,617	 14,516,751	 389,786,401	

事業費の内訳（別紙）

特定非営利活動に係る事業

合計
特定非営利活動に係る事業

平成28年	3月31日	現在
[税込]（単位：円）
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[税込]（単位：円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額
	【流動資産】 	【流動負債】
		（現金・預金） 		未　払　金 13,311,431	
			普通　預金 32,933,682	 		預　り　金 559,752	
			普通　貯金 3,870,193	 		未払消費税等 17,212,200	
			定期　預金 35,000,000	 			流動負債		計 31,083,383	
				現金・預金	計 71,803,875	 	【固定負債】
		（売上債権） 		退職給付引当金 11,792,900	
			未　収　金 113,039,956	 			固定負債		計 11,792,900	
			貸倒引当金 △	675,000	 負債合計 42, 876, 283 
				売上債権	計 112,364,956	
		（棚卸資産） 	【正味財産】
			貯　蔵　品 481,330	 		前期繰越正味財産額 84,435,545	
				棚卸資産		計 481,330	 		当期正味財産増減額 108,860,765	
		（その他流動資産） 			正味財産　計 193,296,310	
			前払　費用 1,080,000	 正味財産合計 193, 296, 310 
				その他流動資産		計 1,080,000	
					流動資産合計 185,730,161	
	【固定資産】
		（有形固定資産）
			建物附属設備 5,470,610	
			什器　備品 3,628,900	
				有形固定資産		計 9,099,510	
		（無形固定資産）
			ソフトウェア 1,542,240	
				無形固定資産		計 1,542,240	
		（投資その他の資産）
			敷　　　金 39,800,682	
				投資その他の資産		計 39,800,682	
					固定資産合計 50,442,432	

資産合計 236, 172, 593 負債及び正味財産合計 236, 172, 593 

正　味　財　産　の　部

2015年度 貸 借 対 照 表

資　産　の　部 負　債　・　正　味　財　産　の　部

2016年	3月31日	現在
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[税込]（単位：円）

		【流動資産】

				（現金・預金）

						普通　預金 32,933,682	

								三菱東京UFJ虎ノ門-1 (7,071,481)

								三菱東京UFJ虎ノ門-2 (263,666)

								三菱東京UFJ虎ノ門-3 (193,155)

								三菱東京UFJ神田 (22,438,694)

								三菱東京UFJ築地 (52,429)

								三菱東京UFJ谷町 (1,790,313)

								紀陽銀行 (977,689)

								中央労働金庫 (41,920)

								農林中央金庫 (104,335)

						普通　貯金 3,870,193	

								ゆうちょ京橋 (2,203,946)

								ゆうちょ振替 (1,666,247)

						定期　預金 35,000,000	

								農林中金 (35,000,000)

								現金・預金	計 71,803,875	

				（売上債権）

						未　収　金 113,039,956	

						貸倒引当金 △	675,000	

								売上債権	計 112,364,956	

				（棚卸資産）

						貯　蔵　品 481,330	

								棚卸資産		計 481,330	

				（その他流動資産）

						前払　費用 1,080,000	

								その他流動資産		計 1,080,000	

										流動資産合計 185,730,161	

		【固定資産】

				（有形固定資産）

						建物附属設備 5,470,610	

						什器　備品 3,628,900	

								有形固定資産		計 9,099,510	

				（無形固定資産）

						ソフトウェア 1,542,240	

								無形固定資産		計 1,542,240	

				（投資その他の資産）

						敷　　　金 39,800,682	

								投資その他の資産		計 39,800,682	

										固定資産合計 50,442,432	

												資産の部		合計 236,172,593	

		【流動負債】

				未　払　金 13,311,431	

				預　り　金 559,752	

						源泉税預かり (332,652)

						住民税預かり (227,100)

				未払消費税等 17,212,200	

						流動負債		計 31,083,383	

		【固定負債】

				退職給付引当金 11,792,900	

						固定負債		計 11,792,900	

								負債の部		合計 42,876,283	

								正味財産 193,296,310	

《資産の部》

《負債の部》

財 産 ⽬ 録
2016年	3月31日	現在
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Ⅰ	 活動計画	

１	 普及啓発活動	

（１）自治体等との連携拡大	

市場経済重視の政策などにより急増する若者を中心とした移住・定住希望者の要望に応える

ため、当法人と関係構築が進んでいない自治体（自治体に準ずる法人含む）との連携拡大を図

る。当面、５００自治体の参加を目標に、ふるさと回帰運動に参加していない自治体の団体会

員化を進める。	

なお、2016 年 4 月以降に新たに事業展開が見込める自治体は、以下のとおりである（2016

年4月末現在）。	

	

①	 東京	

○	 専属相談員を新たに配置する自治体	

宮城県・埼玉県・新潟県・京都府・鳥取県・福岡県・佐賀県	

○	 パネルブースを新たに設置する自治体	

北海道本別町・千葉県・千葉県南房総市・新潟県新発田市・長野県松川町	

富山県高岡市・滋賀県・奈良県・兵庫県・兵庫県神戸市・兵庫県姫路市	

福岡県北九州市	

②	 大阪	

	 	 ○	 パネルブースを新たに設置する自治体	

石川県・三重県・岐阜県・徳島県	

	

	

展示パネルブース設置    ６県
専属相談員のみ配置    ６県 
専属相談員相談窓口設置 ３０県

北海道
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201６年度　NPOふるさと回帰支援センター（東京リニューアル後）
　　　　　　　　　　　　ブース出展等自治体（県）　予定含む

 
（2016年 4月末現在）	

2016年度事業計画／予算案	
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（２）移住セミナー等の開催	

①	 移住相談会・セミナーの開催がふるさと回帰運動の牽引の役割を果たしていることから、

東京では年間350回以上、大阪では年間75回以上の移住相談会・セミナーを開催する。	

②	 当センター主催で、各地域の特色を活かしたブロック単位などの合同移住相談会・セミナ

ーを企画・提案する。	

	

（３）ふるさと暮らし情報センター（東京）フロアの移転拡大	

多くの自治体からの出展要望に応えるため、７月２２日（予定）に東京交通会館８階にフロ

アを移転拡大する。移転後のフロアは、現フロア（5･6 階）の約1.7 倍弱の広さとなる。この

結果、大都市を除いたすべての県域が参加する見込みである。	

	

（４）関係団体との連携	

連合、ＪＡグループ、全森連、全漁連、全国農業会議所、大地を守る会、損保ジャパン日本

興亜、パルシステム連合会、日生協などの事務局構成団体との連携を引き続き図っていく。	

	

（５）広報戦略の構築	

	 	 	 国民的運動として拡大する「ふるさと回帰運動」を、会員自治体の期待に応えるものにする

とともに、この運動の国民的周知を図るため、新たな広報戦略を構築する。	

	

２	 支援ネットワーク活動（ふるさと回帰フェア2016）	

（１）東京	

前年度と同様、東京国際フォーラムで開催する。全国 47 都道府県の自治体・団体が出展す

ることを目指す。	

○	 開催日：2016年10月22日（土）	

○	 開催場所：東京国際フォーラム	 ホールE（展示ホール）・ロビーギャラリー	

	

（２）大阪	

今回は、大阪天満橋OMMビルにて初めて開催する。西日本の自治体を中心とした出展となる

見込み。交通アクセスの良い会場に変更して来場者の増加を図る。	

○	 開催日：2016年8月6日（土）	

○	 開催場所：大阪天満橋OMMビル	 2FB・Cホール	

	

３	 情報提供活動	

（１）ホームページ等	

	 	 	 新たな広報戦略としてのオウンドメディアの活用や、閲覧者の利便性の向上を図るためのホ

ームページのリニューアルを実施する。	

	

（２）情報誌「100万人のふるさと」の発行	

	 	 	 宝くじ協会からの補助金交付により、年4回、各部2万8千部の発行を行う。	

	

４	 研修・教育活動	

（１）移住・定住業務新任担当者研修会の開催 
本年度新たに移住定住業務の担当となった職員を対象に、地方移住の動きと移住・定住業務

のノウハウを伝える研修会を実施する（6月 13日）。 
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（２）「都市と農山漁村の交流・移住実務者研修セミナー」の開催 
各省庁の次年度予算における移住定住事業の紹介ならびに先進自治体の取り組み報告等を

実施する（2017年 2月頃）。 
	

５	 各自治体からの受託事業等	

（１）和歌山県：和歌山県ふるさと定住センター運営業務	

8 年目となる「和歌山県ふるさと定住センター」の運営業務を受託。センター長以下５名を

配置し、和歌山県への移住希望者への相談業務、情報提供ならびに体験研修業務を実施するほ

か、県内地域おこし協力隊員向け研修、起業研修等を実施する。	

	

（２）市町村職員向け研修会等	

各自治体からの業務委託にもとづき、前年度同様、市町村職員向けに移住・定住に関する研

修会を実施する。	

	

（３）その他の受託事業	

①	 和歌山県：東京における移住プロモーション事業	

和歌山県が実施する東京における移住プロモーション事業を受託。各種移住相談会、就職

・転職フェアなどの告知・運営等のプロモーション活動を実施する。	

②	 その他各自治体からの移住・定住に関するアンケート等の調査などの受託業務を実施する。	
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科　	　目

Ⅰ 経常収益
　１　会費収入 17,500,000

17,500,000

　２　寄附金収入 13,500,000

13,500,000

　３　補助金収入 0

0

　４　事業収入

　　　情報提供活動収入 8,500,000

　　　研修・教育活動収入 4,900,000

　　　普及啓発活動収入 476,000,000

　　　支援ﾈｯﾄﾜｰｸの構築収入 31,500,000

　　　大阪情報センター事業収入 44,400,000

　　　和歌山定住ｾﾝﾀｰ事業収入 28,000,000

　　　その他収入 24,500,000

事業収入　小計 617,800,000

経常収益合計 648,800,000

Ⅱ 経常費⽤
　１　事業費

　　　情報提供活動支出 44,500,000

　　　研修・教育活動支出 10,300,000

　　　普及啓発活動支出 375,300,000

　　　支援ﾈｯﾄﾜｰｸの構築支出 43,200,000

　　　大阪情報センター事業支出 33,000,000

　　　和歌山県定住ｾﾝﾀｰ事業支出 28,000,000

　　　その他支出 24,150,000

事業費　小計 558,450,000

　２　補助金事業支出 0

0

　３　管理費

　　　人件費 33,850,000

　　　家賃 4,500,000

　　　移転費用 45,000,000

　　　その他 7,000,000

管理費　小計 90,350,000

経常費用合計　 648,800,000

当期正味財産増減額 0

前期繰越正味財産額 193,296,310

次期繰越正味財産額 193,296,310

2016年度　活動予算案

2016年度　[特定非営利活動にかかる事業会計]　会計収支予算書

2016年4月1日から2017年3月31日まで

特定非営利活動法人　100万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援ｾﾝﾀｰ						　　							（単位：円）

金　　	額

	 	
	


